
 

           新技術調査表（１） 登録番号 0901005 

名  称 ＳＴＥＰ工法 
作成年月日 2009年3月31日 

更新年月日 2020年3月27日 

 副  題 インナースクリューを用いた静的締固め工法  開発年月日 2003年1月17日 

 
 
 分  野 

１共 通 ２道 路 
３公 園 ４河 川 
５海 岸 ６砂 防 
７その他 

区 
 
分 

１材 料 
２工 法 
３製 品 
４機 械 
５その他 

大 分 類 特  記  項  目 

 

地盤改良工 

 

改良地盤のN値：15以下（砂質土）、5以下（粘性土） 

中間層の最大N値：30以下  最大深度：GL-20m 

土質条件：砂質土および粘性土  

開 
発 
者 
等 

開
発
会
社 

会社等名 (株)熊谷組 日本海工(株) 担当部署 技術部 

担当者名 篠井 隆之 ＴＥＬ 03-5762-8767 

提
案
会
社
兼
問
い
合
せ
先 

会社等名 日本海工(株) 担当部署 技術部 

担当者名 篠井 隆之 〒 

 

143-0016 ＴＥＬ 03-5762-8767 

住  所 

 

東京都大田区大森北1-11-1 ＦＡＸ 03-5753-2770 
 

 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ http://www.nipponkaiko.co.jp/ e-maile t_shinoi@nipponkaiko.co.jp 

  
 【概 要】 
STEP工法とは、従来型サンドコンパクションパイル工法（以下、SCP工法）と同じ効果を有しながら、

低振動・低騒音での施工を可能とした工法である。これにより、従来型SCP工法では施工が困難で 

あった市街地や構造物直近での施工が可能となり、従来そのような現場で液状化対策工として用いら 
れていた工法（グラベルドレーン工法）よりも安価での施工が可能となった。 
 
 【特 徴】 
・ 締固め杭の強度は、従来型SCP工法と同等 

・ 低振動・低騒音であるため、市街地や構造物直近での施工が可能 

・ グラベルドレーン工法より安価 

・ 杭材として砂、砕石、再生砕石、リサイクル砂などが使用可能 

・ ケーシングパイプ内材料天端をレーザー距離計で計測するため、従来 

の鍾錘式計測と比較し、計測精度が向上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

        

様式－３ 



新技術調査表（２） 
 

 
 
 実績件数 

  東 京 都：   0 件 
  国 土 交 通 省：   3 件 
  その他公共機関：   3 件 
  民 間：   3 件 

東
京
都 

（
内
訳
） 

 建 設 局：     件 

 都市整備局：     件 

 港 湾 局：     件 
  

水 道 局：    件 

  下 水 道 局：     件 

  交 通 局：     件 

  そ の 他：    件 

 特  許    １有り   ２出願中   ３出願予定   ４無し  （番号：特許第4232952号         ） 

 実用新案    １有り   ２出願中   ３出願予定   ４無し  （番号：                        ） 

  

評
価
・
証
明 

 １技術審査（番号：         ） ２民間開発建設技術（           ） 
   ・証明年月日（          ）  ・証明年月日  （           ） 
                      ・証明機関   （           ） 
 ３新技術情報提供システム[NETIS]        ４その他（               ） 
 （                     ） 

ｷｰﾜｰﾄﾞ 

 １安全・安心  ２環 境 ３ゆとりと福祉  ４コスト縮減・生産性の向上 
 ５公共工事の品質確保・向上 ６リサイクル ７景 観 

 自由記入  

開発目標 
（選 択） 

 １省人化 ２省力化 ３作業効率向上 ４施工精度向上 ５耐久性向上 ６安全性向上 
 ７作業環境の向上 ８周辺環境への影響抑制 ９地球環境への影響抑制 
 10. 省資源・省エネルギー 11. 出来ばえの向上 12. リサイクル性向上 13. その他 

従 

来 

と 

の 

比 

較 

 従来の材料名・工法名： 
 １ 工 程【１短縮（ 41％）２同程度 ３増加（  ％）】（以下の表参照     ） 
 ２ 省 人 化【１向上（  ％）２同程度 ３低下（  ％）】（           ） 
 ３ 経 済 性【１向上（ 10％）２同程度 ３低下（  ％）】（以下の表参照     ） 
 ４ 施工管理【１向 上    ２同程度 ３低下          】（出来形管理精度    ） 
 ５ 安 全 性【１向 上    ２同程度 ３低下          】（           ） 
 ６ 施 工 性【１向 上    ２同程度 ３低下          】（           ） 
 ７ 環 境【１向 上    ２同程度 ３低下          】（           ） 
 ８ 汎 用 性【１向 上    ２同程度 ３低下          】（           ） 
 ９ 品 質【１向 上    ２同程度 ３低下          】（SCP工法と同等の強度  ） 
 10  そ の 他（ 振動・騒音規制が厳しく、SCP工法の適用が難しい現場を想定      ） 

 【歩掛り表】  標準 ・ 暫定 
 【施工単価等】  

以下の条件における施工能力を 
右表に示す 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 【施工上・使用上の留意点】 
・ レーザー距離計に専用のグラスファイバーを使用するため、他のホース類との接触による破損 
に注意する必要がある 

 【参考資料】 
・建設技術審査証明事業報告書（STEP工法） （財団法人 国土技術研究センター） 
・グラベルドレーン工法 技術資料    （グラベルドレーン工法研究会） 

    



新技術調査表（３） 
 

検 

査 

・ 

試 

験 

デ 

ー 

タ 

等 

以下にグラベルドレーン工法および従来工法(振動式SCP工法)とSTEP工法との比較試験結 

果を示す。試験データは以下の工事の際に計測したものである 

(1) 試験工事（兵庫県姫路市 2002年10月） 

(2) 試験工事（兵庫県姫路市 2006年8月） 

(3) ベストブライダル浦安新築工事（千葉県浦安市 2005年3月） 

(4) 磯津地区海岸国補海岸高潮対策工事(その1)（三重県四日市市 2007年8月） 

(5) 北近畿航空支援施設棟(仮称)新築工事（京都府舞鶴市 2007年10月） 

 

（コメント） 

振動式SCP 工法と比較すると20～ 

25dB の差がある。施工機直近におい 

ても振動がほとんど発生せず、振動に 

よる弊害が発生する可能性はほとんど 

皆無と考える。 

 

 

（コメント） 

振動式SCP 工法と比較すると20～ 

15dB の差がある。ほとんどが発電機 

とモーターの稼動音であり、施工機か 

ら5m 離れると騒音基準値を下回る。 

 

 

 

 

 

（コメント） 

改良前地盤と比較して、杭間・杭芯共に強 

度が増加している。ただし、粘性土層にお 

ける杭間強度の増加はあまり見込むことが 

出来ない。 

※グラフ-3 については(1)試験工事の結果を 

使用した 

 

建 設 局 
事業への 
適 用 性 

 
 
 
振動・騒音などの影響により施工が困難な都市部や民家近傍における地盤改良工事に適用 

が可能である。 
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STEP工法による締固め杭造成の工程、および出来形状況を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                     

 



新技術調査表（５）《実績表》 
 

 局 名 事 務 所 名 工 事 件 名 施 工 期 間 CORINS 登録 № 

東 

京 

都 

に 

お 

け 

る 

施 

工 

実 

績 

     

 【評価等がある場合、その内容】 

東
京
都
以
外
の
施
工
実
績
（
国
土
交
通
省
・
地
方
自
治
体
・
民
間
等
） 

発    注  者 工 事 件 名 施 工 期 間 CORINS 登録 № 

志太広域管理組合 

 

民間 

名古屋市 

 

国土交通省 

 

民間 

 

三重県 

 

国土交通省 

 

海上保安庁 

 

三重県 

 

民間 

 

 

新大井川環境 

管理センター建設工事 

パルティーレ豊洲新築工事 

下之一色南部 

土地区画整理事業 

鍋田ふ頭岸壁（-12m) 

土留・地盤改良工事 

ル・ソラリオン西新井 

新築工事 

津松坂地区（贄崎） 

護岸Ａ工区築造工事 

玉島笠岡道路 

大谷東地区構造物工事 

北近畿航空支援 

施設棟新築工事 

磯津地区海岸国補海岸 

高潮対策工事(その1) 

ベストブライダル浦安 

新築工事 

 

2019.5～2019.7 

 

2010.6～2010.7 

2010.2～2010.3 

 

2010.1～2010.2 

 

2009.12～2010.1 

 

2009.6～2009.8 

 

2008.9～2009.2 

 

2007.8～2007.10 

 

2007.7～2007.8 

 

2005.1～2005.3 

 

 

 【評価等がある場合、その内容】 

 


